
 

 

京都府水洗化総合計画は、公共下水道・農業集落排水等（＝集合処理）や浄化槽（＝個別処

理）を効率的・効果的に整備し、良好な水環境を保全していくため、各種汚水処理施設の整備

手法を地区毎に選定した計画として平成３年に策定し、その後３回の改訂を行い、府内全域に

おける汚水処理施設の平成 32 年度概成を目指し、事業を展開してきました。 

しかし近年では、人口減少や高齢化の進行等、地域社会構造が変化する中、頻発する集中豪

雨対策や施設の老朽化対策等、新たな課題が顕在化していることから、今回新たに「水環境政

策のグランドデザイン」と副題を設け、「すべての府民の水洗化の実現」を最重点目標としな

がらも、新たな課題への対応についてもその方向性を示す「京都府水洗化総合計画 2015」を

策定しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．水洗化総合計画見直しの趣旨 

汚水処理施設整備を取り巻く諸情勢の変化等 

厳しい地方財政

人材の制約 

大規模災害の発

生リスクの増大

人口減少や 

高齢化の進行 

 

 

                                             

京都府水洗化総合計画有識者会議（外部有識者で組織） 

整備促進手法の検討 

○ 整備手法の見直し 

○ 府民等への未処理の排水の

解消に向け啓発活動の実施

○ 目標年度以降も整備促進を

継続 

水 環 境 施 策 の 方 向 性 

汚水処理施設の整備促進に加え、水環境施策の今後について提示 

◆ 計画見直しフロー ◆

資源・エネルギー

の逼迫 

汚水処理サービスの 

持続的提供に向けた 

管理・運営体制の確保 

汚水処理施設の 

整備促進 

激甚災害への備えや下水道資源

の再資源化など、新たな課題に

対応する水環境施策 

施策の展開例を提示 

○ 激甚災害への備え 

○ 市街地の浸水対策 

○ 新たなエネルギーの創出と 

地球温暖化対策 

○ 公共用水域の水質保全 

○ 健全な水循環の維持・回復 

等

施設老朽化への対応 
○ 長寿命化対策の実施 
○ 処理場集約化の検討 等 

経営環境悪化への対応 
○ 地方公営企業会計の適用 
○ 下水道使用料金の適正化 等

管理体制脆弱化への対応 
○ 民間事業者の活用 
○ 事業者間連携の強化 等 

 社会資本整備審議会答申・  下水道法改正・

地方公営企業会計制度等の見直し等 

府民意見の聴取 

（パブリックコメントの実施） 

新 た な 水 洗 化 総 合 計 画 の 策 定
～「京都府水洗化総合計画 2015」～ 

副題：水環境施策のグランドデザイン

京都府水洗化総合計画 2015 

～水環境政策のグランドデザイン～（仮称）（概要版） 
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資料２－１



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．汚水処理施設の種類 

  所管区分 

：国土交通省

：農林水産省

：総 務 省

：環 境 省

コミュニティ・ 
プラント 

公共下水道

流域下水道 

流域関連公共下水道 

浄化槽 

漁業集落排水施設

農業集落排水施設

流 域 下 水 道

農業集落排水施設

公共下水道(広義)

林業集落排水施設

簡 易 排 水 施 設

小規模集合排水処理施設

合併処理浄化槽

公共下水道(狭義)

単独公共下水道(独自に終末処理場を有する下水道)

流域関連公共下水道(流域下水道へ接続する下水道)

特定環境保全公共下水道

コミュニティ･プラント

漁業集落排水施設

下水道

集落排水

その他
集合処理

集合処理施設

個別処理施設

農業振興地域内で計画規模20戸以上1,000人以下(原則)

林業集落で計画規模20戸以上(原則)

漁港の背後の漁業集落で計画人口
100人～5,000人(原則)

振興山村地域、過疎地域等で
計画規模3戸以上20戸未満

計画規模10戸以上20戸未満

2市町村以上の区域の下水を
排除し処理する下水道で、
府が管理するもの

主として市街地における下水を処理するもので計画
人口は制限なし

自然公園や農山漁村等で計画人口1,000人～
10,000人(公共下水道(狭義)と同様に単独、流
域関連の種別があり、公共下水道(狭義)接続
も可能)または、水質保全上特に緊急な下水道
整備を必要とする地区で計画人口1,000人未満

団地等の住宅地で計画人口101人以上
30,000人未満

（個人設置型）
個人等が設置・管理するもの

（市町村設置型）
市町村が設置・管理するもの

浄化槽 
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○ 平成２６年度末の汚水処理人口普及率は全国６位の９７．２％に達しているが、未普及、

未接続の早期解消、汲み取り・単独浄化槽から浄化槽への転換に取り組んで行く必要があ

ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 人口減少等により料金収入の減少が見込まれ、施設の改築・更新事業の増加も予想され

るなかで、汚水処理に係る府民サービスの継続が必要です。 

 
○ 集中豪雨による浸水被害が頻発していることや地球温暖化への対応として再生可能資 

源の利用が求められていることなど、水環境施策の事業目的が多様化しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 私的な役割 
トイレの水洗化による生活水準

の向上 

公的な役割 
生活雑排水の浄化による良好な

水環境の保全 

未普及、未接続の早期解消、 

汲み取り・単独浄化槽から浄化槽への転換が必要 

汚水処理施設の役割 

３．現状と課題 

汚水処理サービスの持続的提供に向けた管理・運営体制の確保が必要 

激甚災害への備えや下水道資源の再資源化など新たな課題への対応が必要 
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■■平平成成3322年年度度（（22002200年年度度））ままででのの対対応応（（早早期期のの未未普普及及解解消消にに向向けけたた取取組組））  

早期の未普及解消に向け整備手法の見直しを行い、集合処理から個別処理に約３千人移

行するとともに、集合処理区域の早期整備を一層促進し、5 年後の平成 32 年度には、水洗

化を望むすべての府民の水洗化実現を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

整備済人口

49,165人

整備済人口

41,181人

整備済人口

2,364,649人

未整備人口

20,699人

未整備人口

0人

未整備人口

6,466人

0% 20% 40% 60% 80% 100%

集
合
処
理

個
別
処
理

  
■■汚汚水水処処理理人人口口普普及及率率 110000%%にに向向けけてて残残さされれたた課課題題とと水水環環境境保保全全ののたためめにに平平成成  

3322 年年度度以以降降もも継継続続すするる取取組組  

汚水処理人口普及率を 100％にする取組に加え、「未接続」の解消に向け取り組みます。 

 集合処理区域については、平成 32 年度以降も他事業の進捗に合わせて事業を進めます。 

 個別処理区域において、汲み取りや単独浄化槽から浄化槽への転換を促進します。 

 早期水洗化を図るため浄化槽整備を進めていた区域（当面個別処理区域）においては、

浄化槽未整備世帯の水洗化に対する意向等を考慮して、整備手法を再検討します。 

 下水道、農業集落排水等への接続を促進するため、未接続世帯への個別訪問や環境教

育など啓発をさらに充実します。 

４．目標と対応方策 

平成 32 年度末の汚水処理人口普及率は 98.9％となる見込み 

人 人 

人 
人 

人 人 

平平成成 3322 年年度度ままででにに水水洗洗化化をを希希望望すするる全全ててのの府府内内のの水水洗洗化化をを実実現現

集合処理→個別処理 

約３千人 

未普及、未接続の早期解消、汲み取り・単独浄化槽から浄化槽への転換を促進 

整備手法別整備見込み（平成32年度末）

全体 2,482,160 人  汚水処理人口普及率 98.9% 
< >事業ｼｪｱ:事業毎の計画区域内 

人口の行政人口に対する割合 

公共下水道

2,371,115 人 

<ｼｪｱ 95.5%> 

農業集落 

排水等 

41,181 人

<ｼｪｱ 1.7%>

浄化槽 

69,864 人 

<ｼｪｱ 2.8%> 
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■■施施設設老老朽朽化化等等へへのの対対応応  

 施設の長寿命化対策により事業費の平準化を図り、安定的な下水道サービスを提供し

ます。 

 人口減少等、地域の実情を考慮した処理場等の施設の集約化を促進します。 

■■経経営営環環境境悪悪化化へへのの対対応応  

 中長期的な視野に基づく計画的な経営に取り組み、経営の健全化を促進します。 

 さまざまな観点から下水道使用料金等の適正化を促進します。 

 未接続世帯への個別訪問や環境教育などの啓発をさらに充実します。 

■■管管理理体体制制脆脆弱弱化化へへのの対対応応  

 包括的民間委託、ＰＦＩなど、最適な民間事業者の活用手法を検討します。 

 人材育成・技術伝承、業務の共同化による効率化、災害時等緊急時の体制強化等、府

と市町村が共同で取組を推進します。 

 

 

 

◇◇激激甚甚災災害害対対策策ななどど災災害害かかららのの安安全全なな京京都都づづくくりりにに向向けけたた下下水水道道整整備備  

■■激激甚甚災災害害へへのの備備ええ  

 頻発する集中豪雨、大規模地震や原子力発電所事故等に対応するＢＣＰ（事業継続計

画）の策定を促進します。 

 事前対策（施設の耐水化・耐震化、マンホールトイレの整備等）を実施し、激甚災害

時においても最低限の機能確保を促進します。 

 緊急かつ効率的に被害の軽減を図るため、防災訓練・防災教育等、ソフト対策の継続

的な取組を行います。 

 

  

汚汚水水処処理理ササーービビススのの持持続続提提供供にに向向けけたた管管理理・・運運営営体体制制のの確確保保  

激激甚甚災災害害へへのの備備ええやや下下水水道道資資源源のの再再資資源源化化ななどど新新たたなな課課題題へへのの対対応応  

長岡京市 

マンホールトイレ設置例 
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■■市市街街地地のの浸浸水水対対策策  

 地域の特性に応じて雨水排除施設（管きょ、ポンプ施設）と雨水貯留施設を効率的に

組み合わせた浸水対策を実施します。 

 公園や校庭を活用した雨水貯留施設や各戸に設置する小型雨水貯留タンク（マイクロ

呑龍）など、さまざまな雨水貯留浸透施設の整備を促進します。 

■■雨雨天天時時侵侵入入水水対対策策等等  

 雨天時侵入水の流入の削減により健全な下水道運営と降雨時の機能維持を図ります。 

 

◇◇下下水水道道資資源源のの再再資資源源化化ななどど環環境境ににややささししいい京京都都づづくくりりにに向向けけたた水水環環境境施施策策  

■■新新たたななエエネネルルギギーーのの創創出出とと地地球球温温暖暖化化対対策策  

 市町村や事業者と連携し、下水道管きょ

からの下水熱エネルギー利用の仕組づ

くりを検討するなど、管きょの周辺施設

における下水熱の民間利用を促進しま

す。 

 メタンガスを利用したガス発電や下水汚

泥からの石炭火力発電所で使用できる燃

料の製造などにより、資源の利活用や地

球温暖化ガスの排出抑制を推進します。 

■■公公共共用用水水域域のの水水質質保保全全  

 高度処理の導入及び合流式下水道の改善を計画的に実施します。 

 集合処理区域における下水道等への未接続や個別処理区域における浄化槽未設置の解

消を目指し、未処理生活排水の適正化を促進します。 

  浄化槽管理者による保守点検・清掃の実施及び法定検査の受検を促進します。  

■■健健全全なな水水循循環環のの維維持持・・回回復復  

 資源有効活用及び良好な水環境の形成の

観点から下水処理水の再利用を促進しま

す。 

 小型雨水貯留タンク（マイクロ呑龍）等

により、府民総ぐるみで貯める取組を進

め、雨水利用を促進します。          
小型雨水貯留タンク（マイクロ呑龍）設置例 

木津川上流浄化センター 消化ガス発電設備 
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             【 府内の汚水処理施設整備状況 】      （H27.3.31 現在） 

整備手法 

供用 

市町村

数 

※1  処理 

区域内人口（人）

Ａ 

整備人口（人）

Ｂ 

Ｂ/Ａ 

（％） 

集合処理 

下水道 23 2,461,312 2,401,150 97.6

農業集落排水 11 44,119 43,638 98.9

その他集合処理 ※2  5 2,266 1,907 84.2

計 24 2,507,697 2,446,695 97.6

個別処理（浄化槽） ※3 19 66,365 55,609 ―

合   計 26 2,574,062 2,502,304 ※4    97.2

※１ 人口は、住民基本台帳ベース値 

※２ その他集合処理：漁業集落排水、林業集落排水、簡易排水、コミュニティ・プラント 

※３ 個別処理の整備人口には、集合処理区域内の合併処理浄化槽設置人口を含む 

※４ 汚水処理人口普及率 97.2%は全国第 6位（全国平均 89.5%） 

               【 府内の汚水処理人口普及率 】 

                   （平成 27年 3月 31日現在） 

下水道   農業集落排水  その他集合処理     浄化槽 
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